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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（ａ）黒色色材、（ｂ）有機結合材及び（ｃ）光重合開始剤を含有し、かつ沸点が１００
～２００℃の有機溶剤を、固形分濃度が５～５０重量％の範囲となるように含有する光重
合性組成物であって、（ｂ）有機結合材がカルボキシル基を有するエポキシアクリレート
樹脂であり、（ｃ）光重合開始剤が下記式

【化１】
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で示されるオキシムエステル系化合物であり、（ａ）黒色色材の含有量が、有機溶剤を除
いた全固形分中、３０～７０重量％であることを特徴とする光重合性組成物。
【請求項２】
　光重合性組成物が、更に（ｄ）光重合性単量体を含有することを特徴とする請求項１に
記載の光重合性組成物。
【請求項３】
　（ｂ）有機結合材が、ノボラック型エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸との反応生成物
に（ヒドロ）フタル酸無水物を反応させて得られるエポキシアクリレートである請求項１
又は２に記載の光重合性組成物。
【請求項４】
　透明基板上に、請求項１～３のいずれか１項に記載の光重合性組成物により形成された
ブラックマトリックスを有することを特徴とするカラーフィルター。
【請求項５】
　請求項４に記載のカラーフィルターを用いて形成された液晶表示装置。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はカラーテレビ、液晶表示素子、固体撮像素子、カメラ等に使用される光学的カ
ラーフィルターの製造で使用されるカラーフィルター用光重合性組成物及び該組成物より
得られるカラーフィルターに係り、詳しくは、高遮光性でありながら高感度で解像性に優
れたブラックマトリックス（Black  Matrix。以下、ＢＭと略称する。）製造に適したカ
ラーフィルター用光重合性組成物及び高精度、高遮光性の樹脂ＢＭを有するカラーフィル
ターに関する。
【背景技術】
【０００２】
　カラーフィルターは、通常、ガラス、プラスチックシート等の透明基板の表面に黒色の
マトリックスを形成し、続いて、赤、緑、青等の３種以上の異なる色相を順次、ストライ
プ状あるいはモザイク状等の色パターンで形成したものである。パターンサイズはカラー
フィルターの用途並びにそれぞれの色により異なるが５～７００μｍ程度である。また、
重ね合わせの位置精度は数～数十μｍであり、寸法精度の高い微細加工技術により製造さ
れている。
【０００３】
　カラーフィルターの代表的な製造方法としては、染色法、印刷法、顔料分散法、電着法
等がある。これらのうち、特に、色材料を含有する光重合性組成物を、透明基板上に塗布
し、画像露光、現像、必要により硬化を繰り返すことでカラーフィルター画像を形成する
顔料分散法は、カラーフィルター画素の位置、膜厚等の精度が高く、耐光性・耐熱性等の
耐久性に優れ、ピンホール等の欠陥が少ないため、広く採用されている。
【０００４】
　ＢＭは、赤、緑、青の色パターンの間に格子状、ストライプ状またはモザイク状に配置
するのが一般的であり、各色間の混色抑制によるコントラスト向上あるいは光漏れによる
薄膜トランジスター（Thin Film Transistor：ＴＦＴ）の誤動作を防ぐ役割を果たしてい
る。このため、ＢＭには高い遮光性が要求される。従来、ＢＭはクロム等の金属膜で形成
する方法が一般的であった。この手法は透明基板上にクロム等の金属を蒸着し、フォトリ
ソ工程を経てクロム層をエッチング処理するものであるため、薄い膜厚で高遮光性が高精
度で得られる。その反面、製造工程が長く且つ生産性の低い手法であり高コストであり、
また、エッチング処理の廃液などによる環境問題が生じる等の問題を抱えていた。
【０００５】
　このため、遮光性の顔料、染料を分散させた感光性樹脂で低コスト、無公害の樹脂ＢＭ
を形成する手法が精力的に研究されている。しかしながら、樹脂ＢＭは後述するような問
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題を抱えているため、いまだ実用化できていないのが現状である。樹脂ＢＭにおいて、ク
ロム等の金属膜によるＢＭと同等の遮光性（光学濃度）を発現させるためには、遮光性の
顔料、染料等の含有量を多くするか、あるいは、膜厚を厚くする必要がある。
【０００６】
　膜厚を厚くする方法においては、ＢＭの凹凸の影響を受けて、その上に形成するＲＧＢ
の着色画素の平坦性が損なわれる。このため、液晶セルギャップの不均一化あるいは液晶
の配向の乱れを発生させ表示能力の低下を起こす。また、カラーフィルター上に設ける透
明電極ＩＴＯ（インジウム錫酸化物）膜の断線（平面状膜の破損）が発生する等の問題も
生じる。
【０００７】
　また、遮光性の顔料、染料の含有量を多くする方法においては、感光性樹脂（ブラック
レジスト）の感度、現像性、解像性、密着性等が悪化する問題があり、生産性の低下のみ
ならずカラーフィルターに要求される精度、信頼性が得られなくなる。すなわち、薄膜、
高遮光性の条件下で感度、解像性を発揮できる感光材料が実現できていないため樹脂ＢＭ
の実用化を阻んでいる。
【０００８】
　従来、一般的感光性樹脂、あるいは、カラーフィルター用の着色感光性組成物等一定の
光透過性を有する感光性樹脂においては感度、解像性の性能を改善する手法について知ら
れている。例えば、顔料を分散させたカラーフィルター用着色組成物としてバインダー樹
脂、多官能アクリルモノマー、トリアジン化合物からなる開始剤を含有する感光性組成物
が知られている（特許文献１～４参照）。また、同様な組成において開始剤がビスイミダ
ゾールであるものも知られている（特許文献５～６参照）が、これらに開示の組成物の場
合、空気中で露光した場合には酸素による重合阻害を受けるため、実用的な感度を得るこ
とができなかった。
【０００９】
　樹脂ＢＭのように光の全波長領域において遮光能力が要求される場合では、（１）露光
部分と未露光部分における架橋密度の差をつけるのが著しく困難なこと、（２）露光され
た部分でも膜厚方向に対する架橋密度の差が発生すること、つまり、光照射面で十分硬化
しても、基底面では硬化しないこと、（３）現像液に不溶な多量な黒色色材を配合するた
め現像性の低下が著しいこと等、著しく感光特性を付与する上で障害となっている。
【００１０】
　特に、上記（１）と（２）の現象は相反するものであり、露光部分がより硬化する組成
にする程、膜厚方向での硬化密度差が大となるため解像力低下に繋がる。また、露光部／
未露光部の架橋密度差並びに露光部の硬化密度を均一化できないと溶解力の強い現像液の
使用も困難となるため現像性の改良も困難となる。従来知られている樹脂ＢＭ形成用感光
性組成物（例えば、特許文献７～８参照）は、このような状況を避けたものであり、金属
ＢＭと同程度の遮光ができる樹脂ＢＭを形成するのではなく、ある程度光透過させて感光
能力をもたせたものであり遮光能力は著しく低く実用的ではなかった。このため、高膜厚
、低遮光性の樹脂ＢＭを一旦形成したあとキュアー工程における膜収縮により、薄膜で高
遮光度をもった樹脂ＢＭも提案もなされている（特許文献９参照）が、工程が複雑になる
こと、膜収縮時のひずみ蓄積により密着性が低下する等の問題があり実用化が困難である
。このように、遮光という、本来光反応と相反する条件下において光反応を起こすという
一見矛盾する課題のため、実用的な樹脂ＢＭの実現は困難であった。
【００１１】
　また、光重合開始剤として特定のオキシムエステル化合物を使用する技術が知られてい
る（特許文献１０参照）が、従来の樹脂ＢＭで使用されている開始剤（例えば、ビスイミ
ダゾールやトリアジン系開始剤）を、単に該オキシム化合物に置き換えるだけでは、樹脂
ＢＭに求められる画像特性、すなわち感度や解像性を改善することはできなかった。　　
　　　
【００１２】
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【特許文献１】特開平１－１５２４４９号公報
【特許文献２】特開平１－２５４９１８号公報
【特許文献３】特開平２－１５３３５３号公報
【特許文献４】特開平２－８０４号公報
【特許文献５】特開平６－７５３７２号公報
【特許文献６】特開平６－７５３７３号公報
【特許文献７】特開平６－５１４９９号公報
【特許文献８】特開平６－３５１８号公報
【特許文献９】特開平８－４４０５０号公報
【特許文献１０】特開２０００－８００６８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は上述の問題点を解決し薄膜、高遮光性を有するパターンをフォトリソグラフィ
ー法で容易に形成でき、十分な感度、解像性をもつレジスト材料を提供するものであり、
カラーフィルターの樹脂ＢＭを高精度、低コストで製造可能とするものである。また、こ
のようにして製造されたカラーフィルターを使用した液晶表示装置はコントラスト等の表
示能力に優れたものである。また、ＢＭを樹脂化することによりカラーフィルターの高画
質化、無公害化をはかるものである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者は鋭意研究を進めた結果、光重合開始剤として特定のオキシムエステル化合物
を、かつ有機結合剤としてカルボキシル基を有するエポキシアクリレート樹脂を組み合わ
せて含有する光重合性組成物を使用することで、かかる目的を達成できることを見出し本
発明を完成するに至った。
【００１５】
　すなわち、本発明の要旨は、（ａ）黒色色材、（ｂ）有機結合材及び（ｃ）光重合開始
剤を含有する光重合性組成物であって、（ｂ）有機結合材がカルボキシル基を有するエポ
キシアクリレート樹脂であり、（ｃ）光重合開始剤が一般式（４）で示されるオキシムエ
ステル系化合物であることを特徴とする前記光重合性組成物に存する。
【００１６】
【化３】

【００１７】
　また、本発明は上記光重合性組成物が、更に（ｄ）光重合性単量体を含有することを特
徴とする光重合性組成物に存する。
【００１９】
　また、本発明は、上記光重合性組成物により形成されたＢＭを基板上に有することを特
徴とするカラーフィルター、およびこのように製造されたカラーフィルターを用いて製造
された液晶表示装置に存する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の光重合性組成物は、薄膜において高遮光性でありながら感度、解像性に優れる
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ため、低コストで高品質の樹脂ＢＭを形成することができる。本発明の樹脂ＢＭを用いた
カラーフィルターは精度、平坦性、耐久性において優れるため、液晶素子の表示品位を向
上させることができる。また、製造工程およびカラーフィルター自体にも有害な物質を含
まないため、人体に対する危険性を低減し環境安全性が向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　（ａ）黒色色材
　本発明の黒色色材としては、単独の黒色色材、又は赤、緑、青色等の混合による黒色色
材が使用可能である。これら黒色色材は、無機または有機の顔料、染料の中から適宜選択
することができ、単独使用もしくは複数種混合して使用することができる。
【００２２】
　単独の黒色色材としては、カーボンブラック、アセチレンブラック、ランプブラック、
ボーンブラック、黒鉛、鉄黒、アニリンブラック、シアニンブラック、チタンブラック等
が挙げられる。これらの中で、特にカーボンブラック、チタンブラックが遮光率、画像特
性の観点から好ましい。カーボンブラックの市販品の例としては、以下のような銘柄が挙
げられる。
【００２３】
　三菱化学社製：ＭＡ７、ＭＡ８、ＭＡ１１、ＭＡ１００、ＭＡ２２０、ＭＡ２３０、＃
５２、＃５０、＃４７、＃４５、＃２７００、＃２６５０、＃２２００、＃１０００、＃
９９０、＃９００等。
【００２４】
　デグサ社製：Ｐｒｉｎｔｅｘ９５、Ｐｒｉｎｔｅｘ９０、Ｐｒｉｎｔｅｘ８５、Ｐｒｉ
ｎｔｅｘ７５、Ｐｒｉｎｔｅｘ５５、Ｐｒｉｎｔｅｘ４５、Ｐｒｉｎｔｅｘ４０、Ｐｒｉ
ｎｔｅｘ３０、Ｐｒｉｎｔｅｘ３、ＰｒｉｎｔｅｘＡ、ＰｒｉｎｔｅｘＧ、Ｓｐｅｃｉａ
ｌ　Ｂｌａｃｋ５５０、Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ３５０、Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃ
ｋ２５０、Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ１００等。
【００２５】
　キャボット社製：Ｍｏｎａｒｃｈ４６０、Ｍｏｎａｒｃｈ４３０、Ｍｏｎａｒｃｈ２８
０、Ｍｏｎａｒｃｈ１２０、Ｍｏｎａｒｃｈ８００、Ｍｏｎａｒｃｈ４６３０、ＲＥＧＡ
Ｌ９９、ＲＥＧＡＬ９９Ｒ、ＲＥＧＡＬ４１５、ＲＥＧＡＬ４１５Ｒ、ＲＥＧＡＬ２５０
、ＲＥＧＡＬ２５０Ｒ、ＲＥＧＡＬ３３０、ＢＬＡＣＫ　　ＰＥＡＲＬＳ４８０、ＰＥＡ
ＲＬＳ１３０。
【００２６】
　コロンビヤンカーボン社製：ＲＡＶＥＮ１１、ＲＡＶＥＮ１５、ＲＡＶＥＮ３０、ＲＡ
ＶＥＮ３５、ＲＡＶＥＮ４０、ＲＡＶＥＮ４１０、ＲＡＶＥＮ４２０、ＲＡＶＥＮ４５０
、ＲＡＶＥＮ５００、ＲＡＶＥＮ７８０、ＲＡＶＥＮ８５０、ＲＡＶＥＮ８９０Ｈ、ＲＡ
ＶＥＮ１０００、ＲＡＶＥＮ１０２０、ＲＡＶＥＮ１０４０等。
【００２７】
　次に、混合による黒色色材について説明する。混合のベースとなる色材の具体例として
は、ビクトリアピュアブルー（４２５９５）、オーラミンＯ（４１０００）、カチロンブ
リリアントフラビン（ベーシック１３）、ローダミン６ＧＣＰ（４５１６０）、ローダミ
ンＢ（４５１７０）、サフラニンＯＫ７０：１００（５０２４０）、エリオグラウシンＸ
（４２０８０）、Ｎｏ．１２０／リオノールイエロー（２１０９０）、リオノールイエロ
ーＧＲＯ（２１０９０）、シムラーファーストイエロー８ＧＦ（２１１０５）、ベンジジ
ンイエロー４Ｔ－５６４Ｄ（２１０９５）、シムラーファーストレッド４０１５（１２３
５５）、リオノールレッド７Ｂ４４０１（１５８５０）、ファーストゲンブルーＴＧＲ－
Ｌ（７４１６０）、リオノールブルーＳＭ（２６１５０）、リオノールブルーＥＳ（ピグ
メントブルー１５：６）、リオノーゲンレッドＧＤ（ピグメントレッド１６８）、リオノ
ールグリーン２ＹＳ（ピグメントグリーン３６）等が挙げられる（なお、上記の（　　）
内の数字は、カラーインデックス（Ｃ．Ｉ．）を意味する）。
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【００２８】
　また、更に他の混合使用可能な顔料についてＣ．Ｉ．ナンバーにて示すと、例えば、Ｃ
．Ｉ．黄色顔料２０，２４，８６，９３，１０９，１１０，１１７，１２５，１３７，１
３８，１４７，１４８，１５３，１５４，１６６、Ｃ．Ｉ．オレンジ顔料３６，４３，５
１，５５，５９，６１、Ｃ．Ｉ．赤色顔料９，９７，１２２，１２３，１４９，１６８，
１７７，１８０，１９２，２１５，２１６，２１７，２２０，２２３，２２４，２２６，
２２７，２２８，２４０、Ｃ．Ｉ．バイオレット顔料１９，２３，２９，３０，３７，４
０，５０、Ｃ．Ｉ．青色顔料１５，１５：１，１５：４，２２，６０，６４、Ｃ．Ｉ．緑
色顔料７、Ｃ．Ｉ．ブラウン顔料２３，２５，２６等を挙げることができる。
【００２９】
　なお、上記のカーボンブラックは、他の黒色または有色の無機、有機顔料と併用しても
良い。他の顔料は、カーボンブラックより遮光性または画像特性が低いため自ずと混合比
率は制限される。
【００３０】
　チタンブラックの製造方法としては、二酸化チタンと金属チタンの混合体を還元雰囲気
で加熱し還元する方法（特開昭４９－５４３２号公報）、四塩化チタンの高温加水分解で
得られた超微細二酸化チタンを水素を含む還元雰囲気中で還元する方法（特開昭５７－２
０５３２２号公報）、二酸化チタンまたは水酸化チタンをアンモニア存在下で高温還元す
る方法（特開昭６０－６５０６９号公報、特開昭６１－２０１６１０号公報）、二酸化チ
タンまたは水酸化チタンにバナジウム化合物を付着させ、アンモニア存在下で高温還元す
る方法（特開昭６１－２０１６１０号公報）などがあるが、これらに限定されるものでは
ない。
【００３１】
　チタンブラックの市販品の例としては、三菱マテリアル社製チタンブラック１０Ｓ、１
２Ｓ、１３Ｒ、１３Ｍ、１３Ｍ－Ｃなどが挙げられる。
【００３２】
（ｂ）有機結合材
　本発明において（ｂ）有機結合材として、カルボキシル基を有するエポキシアクリレー
ト樹脂を用いる。
【００３３】
　上記エポキシアクリレート樹脂は、エポキシ樹脂にα，β－不飽和モノカルボン酸又は
エステル部分にカルボキシル基を有するα，β－不飽和モノカルボン酸エステルを付加さ
せ、さらに、多塩基酸無水物を反応させることにより合成される。かかる反応生成物は化
学構造上、実質的にエポキシ基を有さず、かつ「アクリレート」に限定されるものではな
いが、エポキシ樹脂が原料であり、かつ「アクリレート」が代表例であるので、慣用に従
いこのように命名したものである。
【００３４】
　原料となるエポキシ樹脂として、（ｏ，ｍ，ｐ－）クレゾールノボラック型エポキシ樹
脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェ
ノールＦ型エポキシ樹脂、トリスフェノールメタン型エポキシ樹脂、下記［化４］で示さ
れるエポキシ樹脂等を好適に用いることができる（特許第２８７８４８６号公報参照）。
エポキシ樹脂の分子量は、ＧＰＣで測定した重量平均分子量として、通常２００～２０万
、好ましくは３００～１０００００の範囲である。分子量が上記範囲未満であると皮膜形
成性に問題を生じる場合が多く、逆に、上記範囲を越えた樹脂ではα，β－不飽和モノカ
ルボン酸の付加反応時にゲル化が起こりやすく製造が困難となるおそれがある。
【００３５】
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【化４】

【００３６】
　α，β－不飽和モノカルボン酸としては、イタコン酸、クロトン酸、桂皮酸、アクリル
酸、メタクリル酸等が挙げられ、好ましくは、アクリル酸及びメタクリル酸であり、特に
アクリル酸が反応性に富むため好ましい。エステル部分にカルボキシル基を有するα，β
－不飽和モノカルボン酸エステルとしては、アクリル酸－２－サクシノイルオキシエチル
、アクリル酸－２－マレイノイルオキシエチル、アクリル酸－２－フタロイルオキシエチ
ル、アクリル酸－２－ヘキサヒドロフタロイルオキシエチル、メタクリル酸－２－サクシ
ノイルオキシエチル、メタクリル酸－２－マレイノイルオキシエチル、メタクリル酸－２
－フタロイルオキシエチル、メタクリル酸－２－ヘキサヒドロフタロイルオキシエチル、
クロトン酸－２－サクシノイルオキシエチル等を挙げられ、好ましくは、アクリル酸－２
－マレイノイルオキシエチル及びアクリル酸－２－フタロイルオキシエチルであり、特に
アクリル酸－２－マレイノイルオキシエチルが好ましい。
【００３７】
　α，β－不飽和モノカルボン酸又はそのエステルとエポキシ樹脂との付加反応は、公知
の手法を用いることができ、例えば、エステル化触媒存在下、５０～１５０℃の温度で反
応させることができる。エステル化触媒としてはトリエチルアミン、トリメチルアミン、
ベンジルジメチルアミン、ベンジルジエチルアミン等の３級アミン、テトラメチルアンモ
ニウムクロライド、テトラエチルアンモニウムクロライド、ドデシルトリメチルアンモニ
ウムクロライド等の４級アンモニウム塩等を用いることができる。
【００３８】
　α，β－不飽和モノカルボン酸又はそのエステルの使用量は、原料エポキシ樹脂のエポ
キシ基１当量に対し０．５～１．２当量の範囲が好ましく、さらに好ましくは０．７～１
．１当量の範囲である。α，β－不飽和モノカルボン酸又はそのエステルの使用量が少な
いと不飽和基の導入量が不足し、引き続く多塩基酸無水物との反応も不十分となる。また
、多量のエポキシ基が残存することも有利ではない。一方、該使用量が多いとα，β－不
飽和モノカルボン酸又はそのエステルが未反応物として残存する。いずれの場合も硬化特
性が悪化する傾向が認められる。
【００３９】
　α，β－不飽和カルボン酸又はそのエステルが付加したエポキシ樹脂に、更に付加させ
る多塩基酸無水物としては、無水マレイン酸、無水コハク酸、無水イタコン酸、無水フタ
ル酸、無水テトラヒドロフタル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、無水ピロメリット酸、無
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水トリメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、無水メチルヘキサヒドロ
フタル酸、無水エンドメチレンテトラヒドロフタル酸、無水クロレンド酸、無水メチルテ
トラヒドロフタル酸、ビフェニルテトラカルボン酸二無水物等が挙げられ、好ましくは、
無水マレイン酸、無水コハク酸、無水イタコン酸、無水フタル酸、無水テトラヒドロフタ
ル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、無水ピロメリット酸、無水トリメリット酸、ビフェニ
ルテトラカルボン酸二無水物であり、特に好ましい化合物は、無水テトラヒドロフタル酸
及びビフェニルテトラカルボン酸二無水物である。
【００４０】
　多塩基酸無水物の付加反応に関しても公知の手法を用いることができ、α，β－不飽和
カルボン酸又はそのエステルの付加反応と同様な条件下で継続反応させることにより得る
ことができる。多塩基酸無水物の付加量は、生成するエポキシアクリレート樹脂の酸価が
１０～１５０ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲となるのが好ましく、更に２０～１４０ｍｇＫＯＨ／
ｇが特に好ましい。樹脂酸価が上記範囲以下であるとアルカリ現像性に乏しくなり、また
、上記範囲を越えると硬化性能に劣る傾向が認められる。
【００４１】
（ｃ）光重合開始剤
　本発明の光重合性組成物は、光重合開始剤として一般式（４）で示されるオキシムエス
テル系化合物を含有する。
【００４２】
【化５】

【００４３】
　（式中、Ｒ1は、それぞれ置換されていてもよい炭素数６～２０のフェニル基、炭素数
１～１０のアルキル基、炭素数５～８のシクロアルキル基、炭素数２～２０のアルカノイ
ル基、炭素数７～２０のベンゾイル基、炭素数２～１２のアルコキシカルボニル基、炭素
数７～２０のフェノキシカルボニル基、炭素数１～２０のアミド基又はニトロ基を示し、
Ｒ2は、それぞれ置換されていてもよい炭素数２～１２のアルカノイル基、炭素数４～６
のアルケノイル基、炭素数７～２０のベンゾイル基、炭素数２～６のアルコキシカルボニ
ル基又は炭素数７～２０のフェノキシカルボニル基を示し、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6及びＲ7

は、互いに独立して、水素原子、ハロゲン原子、それぞれ置換されていてもよい炭素数１
～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数５～８のシクロアルキル基
、炭素数６～２０のフェニル基、炭素数７～２０のベンジル基、炭素数７～２０のベンゾ
イル基、炭素数２～１２のアルカノイル基、炭素数２～１２のアルコキシカルボニル基、
炭素数７～２０のフェノキシカルボニル基又は、－ＯＲ8、－ＳＲ9、－ＳＯＲ9、－ＳＯ2

Ｒ9もしくは－ＮＲ10Ｒ11を示し、かつ、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6及びＲ7の少なくとも一つは
、－ＯＲ8、－ＳＲ9又は－ＮＲ10Ｒ11を示す。ただし、Ｒ8は、水素原子、それぞれ置換
されていてもよい炭素数１～１２のアルキル基、炭素数２～８のアルカノイル基、炭素数
３～１２のアルケニル基、炭素数３～６のアルケノイル基、炭素数６～２０のフェニル基
又は－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）nＨ（ｎは１～２０の整数）を示し、Ｒ9は、水素原子、それぞれ
置換されていてもよい炭素数１～１２のアルキル基、炭素数３～１２のアルケニル基又は
炭素数６～２０のフェニル基を示し、Ｒ10及びＲ11は、互いに独立して、水素原子、それ
ぞれ置換されていてもよい炭素数１～１２のアルキル基、炭素数２～４のヒドロキシアル
キル基、炭素数３～５のアルケニル基又は炭素数６～２０のフェニル基を示し、かつＲ3
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、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6及びＲ7は互いに結合し環構造を形成してもよい。）
【００４４】
　上記オキシムエステル系化合物のうち、好ましい一般式（４）で示されるオキシムエス
テル系化合物の置換基を以下に示す。
【００４５】
　Ｒ1：置換されていてもよい炭素数１～１０のアルキル基であり、例えばメチル基、エ
チル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノ
ニル基、デシル基等が挙げられる。好ましくは炭素数１～６であるが、更に好ましくは炭
素数１～３であり、特にメチル基が好ましい。
【００４６】
　Ｒ2：置換されていてもよい炭素数２～１０のアルカノイル基又は炭素数７～２０（好
ましくは上限炭素数１２）のベンゾイル基であり、炭素数２～１０のアルカノイル基とし
ては、例えばエタノイル基、プロパノイル基、ブタノイル基、ペンタノイル基、ヘキサノ
イル基、ヘプタノイル基、オクタノイル基、ノナノイル基、デカノイル基等が挙げられる
。好ましくは炭素数２～５であるが、更に好ましくは炭素数２～３であり、特にエタノイ
ル基が好ましい。
【００４７】
　Ｒ3～Ｒ7：水素原子、それぞれ置換されていてもよい炭素数１～１２のアルキル基、炭
素数２～１２のアルケノイル基、フェニル基、ベンジル基、ベンゾイル基、又は－ＮＲ10

Ｒ11であり、Ｒ4～Ｒ6は互いに結合して環構造を形成してもよい。Ｒ3及びＲ7は、共に水
素原子であることが好ましい。また、Ｒ3、Ｒ7が共に水素原子であり、かつ、Ｒ4、Ｒ5及
びＲ6の少なくとも一つは、－ＮＲ10Ｒ11であるのが更に好ましい。また、Ｒ3、Ｒ7が共
に水素原子であり、かつ、Ｒ4、Ｒ5及びＲ6のうち、少なくとも一つは、－ＮＲ10Ｒ11で
あり、かつ、少なくとも一つは、置換されていてもよい炭素数６～２０（好ましくは上限
炭素数１２）のフェニル基であるのが特に好ましい。この場合、フェニル基に置換されて
いてもよい置換基は、それぞれ置換されていてもよい炭素数６～２０（好ましくは上限炭
素数１２）のフェニル基、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数５～８のシクロアルキル
基、炭素数２～２０のアルカノイル基、炭素数７～２０（好ましくは上限炭素数１２）の
ベンゾイル基、炭素数２～１２のアルコキシカルボニル基、炭素数７～２０（好ましくは
上限炭素数１２）のフェノキシカルボニル基、炭素数１～２０（好ましくは上限炭素数１
２）のアミド基又はニトロ基が挙げられる。好ましくは置換されていてもよい炭素数７～
２０（好ましくは上限炭素数１２）のベンゾイル基であるが、更に好ましくはトルオイル
基であり、特にｏ－トルオイル基が好ましい。Ｒ4～Ｒ6が互いに結合して形成してもよい
環構造は、Ｒ4～Ｒ6のうち２以上のいずれ同士が結合していても良い。また、環構造は芳
香族環、脂肪族環、複素環のいずれでも良いが、好ましくは複素環であり、更に好ましく
はヘテロ原子が窒素原子であるヘテロ５員環又は６員環であり、特にヘテロ５員環が好ま
しい。
【００４８】
　上記オキシムエステル系化合物のうち、更に好ましくは下記一般式（６）で示されるオ
キシムエステル系化合物が挙げられる。
【００４９】
【化６】
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【００５０】
（式中、Ｒ1は、置換されていてもよい炭素数１～１０のアルキル基であり、Ｒ2は、それ
ぞれ置換されていてもよい炭素数２～１０のアルカノイル基、炭素数７～２０（好ましく
は上限炭素数１２）のベンゾイル基であり、Ｒ10は、互いに独立して、水素原子、それぞ
れ置換されていてもよい炭素数１～１２のアルキル基、炭素数２～４のヒドロキシアルキ
ル基、炭素数３～５のアルケニル基又は炭素数６～２０（好ましくは上限炭素数１２）の
フェニル基を示し、Ｒ10は、Ｒ10が結合する窒素原子を介して結合する芳香族環の双方又
は一方の更なる置換基又は芳香族環の炭素原子の一つと結合して環構造を形成してもよく
、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14及びＲ15は、互いに独立して、それぞれ置換されていてもよい炭素数
６～２０（好ましくは上限炭素数１２）のフェニル基、炭素数１～１０のアルキル基、炭
素数５～８のシクロアルキル基、炭素数２～２０のアルカノイル基、炭素数７～２０（好
ましくは上限炭素数１２）のベンゾイル基、炭素数２～１２のアルコキシカルボニル基、
炭素数７～２０（好ましくは上限炭素数１２）のフェノキシカルボニル基、炭素数１～２
０（好ましくは上限炭素数１２）のアミド基又はニトロ基を示す。）
【００５１】
　上記オキシムエステル系化合物のうち、好ましい化合物の置換基を以下に示す。
【００５２】
　Ｒ1：置換されていてもよい炭素数１～１０のアルキル基であり、例えばメチル基、エ
チル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノ
ニル基、デシル基等が挙げられる。好ましくは炭素数１～６であるが、更に好ましくは炭
素数１～３であり、特にメチル基が好ましい。
【００５３】
　Ｒ2：置換されていてもよい炭素数２～１０のアルカノイル基であり、例えばエタノイ
ル基、プロパノイル基、ブタノイル基、ペンタノイル基、ヘキサノイル基、ヘプタノイル
基、オクタノイル基、ノナノイル基、デカノイル基等が挙げられる。好ましくは炭素数２
～５であるが、更に好ましくは炭素数２～３であり、特にエタノイル基が好ましい。
【００５４】
　Ｒ10：置換されていてもよい炭素数１～１２のアルキル基であり、例えばメチル基、エ
チル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノ
ニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基等が挙げられる。好ましくは炭素数２～８
であるが、更に好ましくは炭素数２～６であり、特にエチル基が好ましい。
【００５５】
　Ｒ12、Ｒ14及びＲ15：水素原子
　Ｒ13：置換されていてもよいベンゾイル基が挙げられ、好ましくはトルオイル基である
が、特にｏ－トルオイル基が好ましい。
【００５６】
　上記一般式（４）及び（６）で示される化合物も同様にそれ自体公知の化合物であり、
例えば、特開２０００－８００６８号公報に記載されている一連の化合物の一種である。
【００５７】
　また、本発明の光重合開始剤として上記オキシムエステル系化合物を単独で使用するこ
とができるが、他の光重合開始剤と併用することもでき、併用による高感度化が期待でき
る。例えば、以下のような化合物を挙げることができる。
【００５８】
　２－（４－メトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－（４－メトキシナフチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－（４－エトキシナフチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、２－（４－エトキシカルボニルナフチル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－
トリアジン等のハロメチル化トリアジン誘導体、２－トリクロロメチル－５－（２′－ベ
ンゾフリル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－〔β－（２
′－ベンゾフリル）ビニル〕－１，３，４－オキサジアゾール、２－トリクロロメチル－
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５－〔β－（２′－（６″ベンゾフリル）ビニル）〕－１，３，４－オキサジアゾール、
２－トリクロロメチル－５－フリル－１，３，４－オキサジアゾール等のハロメチル化オ
キサジアゾール誘導体、２－（２′－クロロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾー
ル２量体、２－（２′－クロロフェニル）－４，５－ビス（３′－メトキシフェニル）イ
ミダゾール２量体、２－（２′－フルオロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール
２量体、２－（２′－メトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、（
４′－メトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体等のイミダゾール誘
導体、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインフェニルエーテル、ベンゾインイソブチル
エーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル等のベンゾインアルキルエーテル類、２－メ
チルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノン、１－
クロロアントラキノン等のアントラキノン誘導体、ベンズアンスロン誘導体、ベンゾフェ
ノン、ミヒラーケトン、２－メチルベンゾフェノン、３－メチルベンゾフェノン、４－メ
チルベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェノン、２－カル
ボキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン誘導体、２，２－ジメトキシ－２－フェニルア
セトフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェ
ニルケトン、α－ヒドロキシ－２－メチルフェニルプロパノン、１－ヒドロキシ－１－メ
チルエチル－（ｐ－イソプロピルフェニル）ケトン、１－ヒドロキシ－１－（ｐ－ドデシ
ルフェニル）ケトン、２－メチル－（４′－（メチルチオ）フェニル）－２－モルホリノ
－１－プロパノン、１，１，１－トリクロロメチル－（ｐ－ブチルフェニル）ケトン等の
アセトフェノン誘導体、チオキサントン、２－エチルチオキサントン、２－イソプロピル
チオキサントン、２－クロロチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２、４
－ジエチルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントン等のチオキサントン
誘導体、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチル、ｐ－ジエチルアミノ安息香酸エチル等の安
息香酸エステル誘導体、９－フェニルアクリジン、９－（ｐ－メトキシフェニル）アクリ
ジン等のアクリジン誘導体、９，１０－ジメチルベンズフェナジン等のフェナジン誘導体
、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ジクロライド、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔ
ｉ－ビス－フェニル、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－（２，３，４，５，６
－ペンタフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－（２
，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ
－ビス－（２，４，６－トリフルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロペンタジエニル
－Ｔｉ－２，６－ジ－フルオロフェニ－１－イル、ビス－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－
２，４－ジ－フルオロフェニ－１－イル、ビス－メチルシクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビ
ス－（２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル）、ビス－メチルシクロペ
ンタジエニル－Ｔｉ－ビス－（２，６－ジ－フルオロフェニ－１－イル）、ビス－シクロ
ペンタジエニル－Ｔｉ－２，６－ジ－フルオロ－３－（ピル－１－イル）－フェニ－１－
イル等のチタノセン誘導体等が挙げられる。
【００５９】
　本発明の光重合性組成物には、上記開始剤成分以外にさらに増感色素を加えることもで
きる。高遮光下で光重合反応を起こさせるためには、増感色素を添加するのは好ましい。
このような増感色素としては、例えば特開平３－２３９７０３号公報、特開平５－２８９
３３５号公報に記載の複素環を有するクマリン化合物、特開昭６３－２２１１１０号公報
に記載の３－ケトクマリン化合物、特開平４－２２１９５８号公報、特開平４－２１９７
５６号公報に記載のキサンテン色素、特開平６－１９２４０号公報に記載のピロメテン色
素、特開昭４７－２５２８号公報、特開昭５４－１５５２９２号公報、特開昭５６－１６
６１５４号公報、特開昭５９－５６４０３号公報に記載の（ｐ－ジアルキルアミノベンジ
リデン）ケトン、スチリル系色素、特開平６－２９５０６１号公報に記載のジュロリジル
基を有する増感色素、特開平１１－３２６６２４号公報に記載のジアミノベンゼン化合物
等を挙げることができる。
【００６０】
　これらの増感色素のなかで特に好ましいのはアミノ基含有増感色素およびキサンテン色
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素である。
【００６１】
（ｄ）光重合性単量体
　本発明の光重合性単量体としては、エチレン性不飽和基を一個以上有する化合物（以下
、エチレン性化合物という）が使用される。具体的には、脂肪族（ポリ）ヒドロキシ化合
物と不飽和カルボン酸とのエステル、芳香族（ポリ）ヒドロキシ化合物と不飽和カルボン
酸とのエステル、不飽和カルボン酸と多価カルボン酸と脂肪族ポリヒドロキシ化合物によ
り得られるエステル、芳香族ポリヒドロキシ化合物のエチレンオキシド、プロピレンオキ
シド付加物と不飽和カルボン酸とのエステル化反応物、脂肪族ポリヒドロキシ化合物のエ
チレンオキシド、プロピレンオキシド付加物と不飽和カルボン酸とのエステル化反応物、
カプロラクトン変性多価アルコールと不飽和カルボン酸とのエステル、多価アルコールと
多価イソシアナートと不飽和カルボン酸との反応物、スチリル末端化合物、含リン酸不飽
和化合物、ポリエポキシと不飽和カルボン酸との付加物等が挙げられる。
【００６２】
　これらのうち、脂肪族ポリヒドロキシ化合物と不飽和カルボン酸とのエステルとしては
具体的には、エチレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレー
ト、ネオペンチルグリコールジアクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、ペンタエ
リスリトールジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリ
トールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリ
スリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、グリセロ
ールアクリレート等のアクリル酸エステル、これら例示化合物のアクリレートをメタクリ
レートに代えたメタクリル酸エステル、同様にイタコネートに代えたイタコン酸エステル
、クロトネートに代えたクロトン酸エステルもしくはマレエートに代えたマレイン酸エス
テル等が挙げられる。
【００６３】
　芳香族ポリヒドロキシ化合物と不飽和カルボン酸とのエステルとしては、ハイドロキノ
ンジアクリレート、ハイドロキノンジメタクリレート、レゾルシンジアクリレート、レゾ
ルシンジメタクリレート、ピロガロールトリアクリレート等が挙げられる。不飽和カルボ
ン酸と多価カルボン酸及び多価ヒドロキシ化合物とのエステル化反応により得られるエス
テルとしては必ずしも単一物では無いが代表的な具体例としては、（メタ）アクリル酸、
フタル酸及びエチレングリコールの縮合物、（メタ）アクリル酸、マレイン酸及びジエチ
レングリコールの縮合物、（メタ）アクリル酸、テレフタル酸及びペンタエリスリトール
の縮合物、（メタ）アクリル酸、アジピン酸、ブタンジオール及びグリセリンの縮合物等
が挙げられる。
【００６４】
　その他本発明に用いられるエチレン性化合物の例としては、エチレンビスアクリルアミ
ド等のアクリルアミド類；フタル酸ジアリル等のアリルエステル類；ジビニルフタレート
等のビニル基含有化合物なども有用である。
【００６５】
　以上挙げたエチレン性化合物の中で好ましいものは、（メタ）アクリロイル基、さらに
好ましくはアクリロイル基を有するものである。このような化合物としてトリメチロール
プロパントリアクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、ペンタエリスリト
ールジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテ
トラアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトー
ルペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート等が挙げられる。
【００６６】
　以上挙げた本発明の光重合性組成物の配合量は、（ｂ）有機結合材１００重量部に対し
て（ｃ）光重合開始剤は通常０．１～５０重量部、好ましくは１～４５重量部、（ｄ）光
重合性単量体は通常０～２００重量部、好ましくは３～１８０重量部である。また、（ａ
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）黒色色材は溶剤を除いた全固形分中、通常３０～７０重量％、好ましくは３５～６５重
量％である。更に増感色素は、（ｂ）有機結合材１００重量部に対して通常０～３０重量
部、好ましくは０～１０重量部である。
【００６７】
　光重合開始剤が上記範囲未満であると低感度となり作業効率の点で劣り、また、上記範
囲を越えると塗膜形成機能に悪影響を与えやすい。光重合性単量体（エチレン性化合物）
が上記未満であると架橋密度低下による耐久性、耐熱性等に問題が出やすく、また、上記
範囲を越えると現像性が低下する問題が発生することがある。黒色色材が上記範囲未満で
あると遮光性が低下するため、充分な光学濃度の樹脂ＢＭを形成するのが困難となる。逆
に、上記範囲を越えると感度、解像性、現像性等の低下が激しくなるため画像形成が困難
となる。
【００６８】
　本発明の光重合性組成物は通常、（ａ）黒色色材、（ｂ）有機結合材（カルボキシル基
を有するエポキシアクリレート樹脂）、（ｃ）光重合開始剤（オキシムエステル系化合物
）、更に必要に応じて（ｄ）光重合性単量体（エチレン性化合物）を溶剤に溶かした状態
で使用される。
【００６９】
　溶剤としては、組成物を構成する各成分を溶解または分散させることができるもので、
沸点が１００～２００℃の範囲のものを選択するのが好ましい。より好ましくは１２０～
１７０℃の沸点をもつものである。
【００７０】
　このような溶剤としては、例えば、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレン
グリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノプロピルエーテル、エチレング
リコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリ
コールモノメチルエーテル、プロピレングリコール－ｔ－ブチルエーテル、ジエチレング
リコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、メトキシメチ
ルペンタノール、プロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモ
ノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、３－メチル－３－メト
キシブタノール、トリプロピレングリコールメチルエーテルのようなグリコールモノアル
キルエーテル類；
　エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、ジエチ
レングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレン
グリコールジプロピルエーテル、ジエチレングリコールジブチルエーテルのようなグリコ
ールジアルキルエーテル類；
　エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエ
ーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレング
リコールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノプロピルエーテルア
セテート、メトキシブチルアセテート、メトキシペンチルアセテート、ジプロピレングリ
コールモノメチルエーテルアセテート、３－メチル－３－メトキシブチルアセテートのよ
うなグリコールアルキルエーテルアセテート類；
　ジエチルエーテル、ジプロピルエーテル、ジイソプロピルエーテル、ブチルエーテル、
ジアミルエーテル、エチルイソブチルエーテル、ジヘキシルエーテルのようなエーテル類
；
　アセトン、メチルエチルケトン、メチルアミルケトン、メチルイソプロピルケトン、メ
チルイソアミルケトン、ジイソブチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノ
ン、エチルアミルケトン、メチルブチルケトン、メチルヘキシルケトン、メチルノニルケ
トンのようなケトン類；
　エタノール、プロパノール、ブタノール、ヘキサノール、シクロヘキサノール、エチレ
ングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール
、グリセリンのような１価又は多価アルコール類；
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　ｎ－ペンタン、ｎ－オクタン、ジイソブチレン、ｎ－ヘキサン、ヘキセン、イソプレン
、ジペンテン、ドデカンのような脂肪族炭化水素類；
　シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン、メチルシクロヘキセン、ビシクロヘキシルの
ような脂環式炭化水素類；
　ベンゼン、トルエン、キシレン、クメンのような芳香族炭化水素類；
　アミルホルメート、エチルホルメート、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸プロピル、酢酸
アミル、エチレングリコールアセテート、エチルプロピオネート、プロピルプロピオネー
ト、酪酸ブチル、酪酸イソブチル、イソ酪酸メチル、エチルカプリレート、ブチルステア
レート、エチルベンゾエート、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオ
ン酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－
メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－メトキシプロピオ
ン酸プロピル、３－メトキシプロピオン酸ブチル、γ－ブチロラクトンのような鎖状又は
環状エステル類；
　３－メトキシプロピオン酸、３－エトキシプロピオン酸のようなアルコキシカルボン酸
類；
　ブチルクロライド、アミルクロライドのようなハロゲン化炭化水素類；
　メトキシメチルペンタノンのようなエーテルケトン類；
　アセトニトリル、ベンゾニトリルのようなニトリル類；
　上記に該当する溶剤としては、ミネラルスピリット、バルソル＃２、アプコ＃１８ソル
ベント、アプコシンナー、ソーカルソルベントＮｏ．１及びＮｏ．２、ソルベッソ＃１５
０、シェルＴＳ２８　ソルベント、カルビトール、エチルカルビトール、ブチルカルビト
ール、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、エチルセロソルブアセテート、ジグライム
のような商品名の市販品が挙げられる。
【００７１】
　これらの溶剤は、単独もしくは数種混合して使用することができる。本発明の光重合性
組成物は、これらの溶剤を用いて、固形分濃度が５～５０重量％、好ましくは１０～３０
重量％の範囲となるように調液するのが望ましい。
【００７２】
　本発明ではこれら必須成分（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）に、必要に応じて任意成分（ｄ）
が加えられるが、それ以外に顔料分散剤、密着向上剤、塗布性向上剤、現像改良剤等を好
適に添加することができる。特に、本発明の組成物では黒色色材を微細に分散し、且つ、
その分散状態を安定化させることが品質安定上重要なため顔料分散剤を配合するのが望ま
しい。
【００７３】
　顔料分散剤は、（ａ）黒色色材及び（ｂ）有機結合材の双方に親和性を有するものであ
り、ノニオン、カチオン、アニオン等の界面活性剤、高分子分散剤等が挙げられるが、な
かでも、高分子分散剤が好ましく、特に１級、２級、若しくは３級アミノ基、ピリジン、
ピリミジン、ピラジン等の含窒素ヘテロ環等の（ｅ）塩基性官能基を有する高分子分散剤
が有利に使用される。
【００７４】
　（ｅ）塩基性官能基を有する高分子分散剤として好ましい化学構造を具体的に例示する
ならば、例えば、ポリイソシアネート化合物、分子内に水酸基を１個または２個有する化
合物および同一分子内に活性水素と３級アミノ基を有する化合物とを反応することによっ
て得られる分散樹脂等が挙げられる。
【００７５】
　上記のポリイソシアネート化合物の例としては、パラフェニレンジイソシアネート、２
，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、４，４′－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、ナフタレン－１，５－ジイソシアネート、トリジンジイ
ソシアネート等の芳香族ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、リジンメ
チルエステルジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネー
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ト、ダイマー酸ジイソシアネート等の脂肪族ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネ
ート、４，４′－メチレンビス（シクロヘキシルイソシアネート）、ω，ω′－ジイソシ
ネートジメチルシクロヘキサン等の脂環族ジイソシアネート、キシリレンジイソシアネー
ト、α，α，α′，α′－テトラメチルキシリレンジイソシアネート等の芳香環を有する
脂肪族ジイソシアネート、リジンエステルトリイソシアネート、１，６，１１－ウンデカ
ントリイソシアネート、１，８－ジイソシアネート－４－イソシアネートメチルオクタン
、１，３，６－ヘキサメチレントリイソシアネート、ビシクロヘプタントリイソシアネー
ト、トリス（イソシアネートフェニルメタン）、トリス（イソシアネートフェニル）チオ
ホスフェート等のトリイソシアネート、およびこれらの三量体、水付加物、およびこれら
のポリオール付加物等が挙げられる。ポリイソシアネートとして好ましいのは有機ジイソ
シアネートの三量体で、最も好ましいのはトリレンジイソシアネートの三量体とイソホロ
ンジイソシアネートの三量体であり、これらを単独で用いても、併用してもよい。
【００７６】
　イソシアネートの三量体の製造方法としては、前記ポリイソシアネート類を適当な三量
化触媒、例えば第３級アミン類、ホスフィン類、アルコキシド類、金属酸化物、カルボン
酸塩類等を用いてイソシアネート基の部分的な三量化を行い、触媒毒の添加により三量化
を停止させた後、未反応のポリイソシアネートを溶剤抽出、薄膜蒸留により除去して目的
のイソシアヌレート基含有ポリイソシアネートを得る方法が挙げられる。
【００７７】
　同一分子内に水酸基を１個または２個有する化合物としては、ポリエーテルグリコール
、ポリエステルグリコール、ポリカーボネートグリコール、ポリオレフィングリコール等
、およびこれらの化合物の片末端水酸基が炭素数１～２５のアルキル基でアルコキシ化さ
れたものおよびこれら２種類以上の混合物が挙げられる。
【００７８】
　ポリエーテルグリコールとしては、ポリエーテルジオール、ポリエーテルエステルジオ
ール、およびこれら２種類以上の混合物が挙げられる。ポリエーテルジオールとしては、
アルキレンオキシドを単独または共重合させて得られるもの、例えばポリエチレングリコ
ール、ポリプロピレングリコール、ポリエチレン－プロピレングリコール、ポリオキシテ
トラメチレングリコール、ポリオキシヘキサメチレングリコール、ポリオキシオクタメチ
レングリコールおよびそれらの２種以上の混合物が挙げられる。
【００７９】
　ポリエーテルエステルジオールとしては、エーテル基含有ジオールもしくは他のグリコ
ールとの混合物をジカルボン酸とまたはそれらの無水物と反応させるか、またはポリエス
テルグリコールにアルキレンオキシドを反応させることによって得られるもの、例えばポ
リ（ポリオキシテトラメチレン）アジペート等が挙げられる。ポリエーテルグリコールと
して最も好ましいのはポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリオキシ
テトラメチレングリコールまたはこれらの化合物の片末端水酸基が炭素数１～２５のアル
キル基でアルコキシ化された化合物である。
【００８０】
　ポリエステルグリコールとしては、ジカルボン酸（コハク酸、グルタル酸、アジピン酸
、セバシン酸、フマル酸、マレイン酸、フタル酸等）またはそれらの無水物とグリコール
（エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレング
リコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１，２－ブタンジオー
ル、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、３－
メチル－１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、２－メチル－１，３－プ
ロパンジオール、２－メチル－２－プロピル－１，３－プロパンジオール、２－ブチル－
２－エチル－１，３－プロパンジーオル、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサン
ジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、２，２，４－トリメチル－１，３－
ペンタンジオール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、２，５－ジメチル－２，５
－ヘキサンジオール、１，８－オクタメチレングリコール、２－メチル－１，８－オクタ
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メチレングリコール、１，９－ノナンジオール等の脂肪族グリコール、ビスヒドロキシメ
チルシクロヘキサン等の脂環族グリコール、キシリレングリコール、ビスヒドロキシエト
キシベンゼン等の芳香族グリコール、Ｎ－メチルジエタノールアミン等のＮ－アルキルジ
アルカノールアミン等）とを重縮合させて得られたもの、例えばポリエチレンアジペート
、ポリブチレンアジペート、ポリヘキサメチレンアジペート、ポリエチレン／プロピレン
アジペート等、または前記ジオール類または炭素数１～２５の１価アルコールを開始剤と
して用いて得られるポリラクトンジオールまたはポリラクトンモノオール、例えばポリカ
プロラクトングリコール、ポリメチルバレロラクトンおよびこれらの２種以上の混合物が
挙げられる。ポリエステルグリコールとして最も好ましいのはポリカプロラクトングリコ
ールまたは炭素数１～２５のアルコールを開始剤としたポリカプロラクトンである。
【００８１】
　ポリカーボネートグリコールとしては、ポリ（１，６－ヘキシレン）カーボネート、ポ
リ（３－メチル－１，５－ペンチレン）カーボネート等、ポリオレフィングリコールとし
てはポリブタジエングリコール、水素添加型ポリブタジエングリコール、水素添加型ポリ
イソプレングリコール等が挙げられる。同一分子内に水酸基を１個または２個有する化合
物の数平均分子量は３００～１０，０００、好ましくは５００～６，０００、さらに好ま
しくは１，０００～４，０００である。
【００８２】
　本発明に用いられる同一分子内に活性水素と３級アミノ基を有する化合物を説明する。
活性水素、即ち、酸素原子、窒素原子またはイオウ原子に直接結合している水素原子とし
ては、水酸基、アミノ基、チオール基等の官能基中の水素原子が挙げられ、中でもアミノ
基、特に１級アミノ基の水素原子が好ましい。３級アミノ基は特に限定されない。また、
３級アミノ基としては、炭素数１～４のアルキル基を有するアミノ基、またはヘテロ環構
造、より具体的には、イミダゾール環またはトリアゾール環が挙げられる。
【００８３】
　このような同一分子内に活性水素と３級アミノ基を有する化合物を例示するならば、Ｎ
，Ｎ－ジメチル－１，３－プロパンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－１，３－プロパンジア
ミン、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－１，３－プロパンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチル－１，３－プ
ロパンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルエチレンジアミ
ン、Ｎ，Ｎ－ジプロピルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－１，４－ブタンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－１，４－ブタンジアミン、Ｎ
，Ｎ－ジプロピル－１，４－ブタンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチル－１，４－ブタンジアミ
ン等が挙げられる。
【００８４】
　また、３級アミノ基がＮ含有ヘテロ環であるものとして、ピラゾール環、イミダゾール
環、トリアゾール環、テトラゾール環、インドール環、カルバゾール環、インダゾール環
、ベンズイミダゾール環、ベンゾトリアゾール環、ベンゾオキサゾール環、ベンゾチアゾ
ール環、ベンゾチアジアゾール環等のＮ含有ヘテロ５員環、ピリジン環、ピリダジン環、
ピリミジン環、トリアジン環、キノリン環、アクリジン環、イソキノリン環、等のＮ含有
ヘテロ６員環が挙げられる。これらのＮ含有ヘテロ環として好ましいものはイミダゾール
環またはトリアゾール環である。
【００８５】
　これらのイミダゾール環とアミノ基を有する化合物を具体的に例示するならば、１－（
３－アミノプロピル）イミダゾール、ヒスチジン、２－アミノイミダゾール、１－（２－
アミノエチル）イミダゾール等が挙げられる。また、トリアゾール環とアミノ基を有する
化合物を具体的に例示するならば、３－アミノ－１，２，４－トリアゾール、５－（２－
アミノ－５－クロロフェニル）－３－フェニル－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール、４－
アミノ－４Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３，５－ジオール、３－アミノ－５－フェニ
ル－１Ｈ－１，３，４－トリアゾール、５－アミノ－１，４－ジフェニル－１，２，３－
トリアゾール、３－アミノ－１－ベンジル－１Ｈ－２，４－トリアゾール等が挙げられる
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。
【００８６】
　なかでも、Ｎ，Ｎ－ジメチル－１，３－プロパンジアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－１，３
－プロパンジアミン、１－（３－アミノプロピル）イミダゾール、３－アミノ－１，２，
４－トリアゾールが好ましい。分散剤原料の好ましい配合比率はポリイソシアネート化合
物１００重量部に対し、同一分子内に水酸基を１個または２個有する数平均分子量３００
～１０，０００の化合物が１０～２００重量部、好ましくは２０～１９０重量部、さらに
好ましくは３０～１８０重量部、同一分子内に活性水素と３級アミノ基を有する化合物は
０．２～２５重量部、好ましくは０．３～２４重量部である。
【００８７】
　（ｅ）塩基性官能基を有する高分子分散剤のＧＰＣ換算重量平均分子量は１，０００～
２００，０００、好ましくは２，０００～１００，０００、より好ましくは３，０００～
５０，０００の範囲である。分子量１，０００以下では分散性および分散安定性が劣り、
２００，０００以上では溶解性が低下し分散性が劣ると同時に反応の制御が困難となる。
高分子分散剤の製造はポリウレタン樹脂製造の公知の方法に従って行われる。製造する際
の溶媒としては、通常、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シク
ロペンタノン、シクロヘキサノン、イソホロン等のケトン類、酢酸エチル、酢酸ブチル、
酢酸セロソルブ等のエステル類、ベンゼン、トルエン、キシレン、ヘキサン等の炭化水素
類、ダイアセトンアルコール、イソプロパノール、第二ブタノール、第三ブタノール等一
部のアルコール類、塩化メチレン、クロロホルム等の塩化物、テトラヒドロフラン、ジエ
チルエーテル等のエーテル類、ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチル
スルホキサイド等の非プロトン性極性溶媒等が用いられる。
【００８８】
　上記製造に際して、通常、ウレタン化反応触媒が用いられる。例えば、ジブチルチンジ
ラウレート、ジオクチルチンジラウレート、ジブチルチンジオクトエート、スタナスオク
トエート等の錫系、鉄アセチルアセトナート、塩化第二鉄等の鉄系、トリエチルアミン、
トリエチレンジアミン等の３級アミン系等が挙げられる。
【００８９】
　同一分子内に活性水素と３級アミノ基を有する化合物の導入量は反応後のアミン価で１
～１００ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲に制御するのが好ましい。より好ましくは５～９５ｍｇＫ
ＯＨ／ｇの範囲である。アミン価は、塩基性アミノ基を酸により中和滴定し、酸価に対応
させてＫＯＨのｍｇ数で表わした値である。アミン価が上記範囲以下であると分散能力が
低下する傾向があり、また、上記範囲を超えると現像性が低下しやすくなる。なお、以上
の反応で高分子分散剤にイソシアネート基が残存する場合にはさらに、アルコールやアミ
ノ化合物でイソシアネート基を潰すと生成物の経時安定性が高くなるので好ましい。尚、
高分子分散剤を使用する場合、その使用割合は（ａ）黒色色材に対して０．１～３０重量
％が好ましく、特に０．５～２５重量％が好ましい。
【００９０】
　次に本発明の光重合性組成物の製造方法について説明する。本発明においては、通常黒
色色材は、あらかじめペイントコンディショナー、サンドグラインダー、ボールミル、ロ
ールミル、ストーンミル、ジェットミル、ホモジナイザー等を用いて分散処理するのが好
ましい。分散処理により黒色色材が微粒子化されるためレジストの遮光能力向上及び塗布
特性の向上が達成される。
【００９１】
　分散処理においては黒色色材と溶剤または分散機能を有する有機結合剤、あるいは前記
した顔料分散剤をさらに併用した系にて処理するのが好ましい。特に高分子分散剤を用い
ると経時の分散安定性に優れるので好ましい。また、レジスト液として配合する全成分を
同時に混合した液での分散処理は、分散時に生じる発熱のため高反応性の成分が変性する
おそれがあるので好ましくない。
【００９２】
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　サンドグラインダーで分散させる場合には、０．１～８ｍｍ径のガラスビーズ又はジル
コニアビーズが好ましく用いられる。分散させる条件は、通常、温度は０℃から１００℃
であり、好ましくは、室温から８０℃の範囲である。分散時間はインキの組成（黒色色材
、溶剤、分散剤）及びサンドグラインダーの装置サイズ等により適正時間が異なるため適
宜調節する。レジストの２０度光沢値が１００～２００の範囲となるようにインキの光沢
を制御するのが分散の目安である。レジスト光沢が低い場合には分散処理が十分でなく荒
い顔料粒子が残っていることが多く、現像性、密着性、解像性等の点で不十分である。ま
た、光沢値を上記範囲を越えるまで分散処理すると超微粒子が多数生じるために却って分
散安定性が損なわれることになりやすい。
【００９３】
　次に上記分散処理により得られた黒色インキとレジスト成分として必要な上記の他の成
分を添加、混合し均一な溶液とする。製造工程においては微細なゴミが感光液に混じるこ
とが多いため、得られたレジスト感光液はフィルター等により濾過処理するのが望ましい
。続いて、本発明の光重合性組成物を用いたカラーフィルターの製造方法について説明す
る。
【００９４】
　まず、透明基板上に、本発明の光重合性組成物をスピナー，ワイヤーバー，フローコー
ター，ダイコーター，ロールコーター，スプレー等の塗布装置により塗布して乾燥した後
、該試料の上にフォトマスクを置き、該フォトマスクを介して画像露光，現像，必要に応
じて熱硬化或いは光硬化により遮光用ＢＭ画像を形成させ、さらにこの操作をＲＧＢ３色
について各々繰り返し、カラーフィルター画像を形成させる。
【００９５】
　なお、本発明の光重合性組成物を用いてカラーフィルターの画素を形成する場合には、
非常に高感度、高解像力であるため、ポリビニルアルコール等の酸素遮断層を設けること
なしに露光、現像して画像を形成することが可能である。ここで用いる透明基板は、カラ
ーフィルター用の透明基板であり、その材質は特に限定されるものではないが、例えば、
ポリエチレンテレフタレート等のポリエステルやポリプロピレン、ポリエチレン等のポリ
オレフィン等、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート、ポリスルホン等の熱可塑
性プラスチックシート、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリ（メタ）アクリル樹脂等
の熱硬化性プラスチックシート、或いは各種ガラス板等を挙げることができる。特に、耐
熱性の点からガラス板、耐熱性プラスチックが好ましく用いられる。
【００９６】
　このような透明基板には、表面の接着性等の物性を改良するために、あらかじめ、コロ
ナ放電処理、オゾン処理、シランカップリング剤やウレタンポリマー等の各種ポリマーの
薄膜処理等を行うこともできる。塗布方法は特に限定されないが、塗布、乾燥後の樹脂ブ
ラックマトリックスの膜厚が０．１～２μｍ、好ましくは０．１～１．５μｍ、さらに好
ましくは０．１～１μｍの範囲とするのが良い。尚、本発明のカラーフィルターは、遮光
性の点から膜厚１μｍにおいて、光学濃度が３．０以上であるのが好ましい。又、顔料等
の固型分の分散状態の指標として、ＢＭの２０度光沢値が１００～２００であるのが有利
である。
【００９７】
　乾燥においてはホットプレート、ＩＲオーブン、コンベクションオーブン等を用いるこ
とができ、好ましい乾燥条件は４０～１５０℃、乾燥時間は１０秒～６０分の範囲である
。また、露光に用いる光源は、例えば、キセノンランプ、ハロゲンランプ、タングステン
ランプ、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、メタルハライドランプ、中圧水銀灯、低圧水銀灯等
のランプ光源やアルゴンイオンレーザー、ＹＡＧレーザー、エキシマーレーザー、窒素レ
ーザー等のレーザー光源等が挙げられる。特定の照射光の波長のみを使用する場合には光
学フィルターを利用することもできる。
【００９８】
　現像処理は、未露光部のレジスト膜を溶解させる能力のある溶剤であれば特に制限は受
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けない。例えばアセトン、塩化メチレン、トリクレン、シクロヘキサノン等の有機溶剤を
使用することができる。しかしながら、有機溶剤は環境汚染、人体に対する有害性、火災
危険性などをもつものが多いため、このような危険性の無いアルカリ現像液を使用するの
方が好ましい。このようなアルカリ現像液として、例えば、炭酸ナトリウム、炭酸カリウ
ム、珪酸ナトリウム、珪酸カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等の無機のアル
カリ剤、或いはジエタノールアミン、トリエタノールアミン、水酸化テトラアルキルアン
モニウム塩等の有機のアルカリ剤を含有した水溶液が挙げられる。アルカリ現像液には、
必要に応じ、界面活性剤、水溶性の有機溶剤、水酸基又はカルボキシル基を有する低分子
化合物等を含有させることもできる。特に、界面活性剤は現像性、解像性、地汚れなどに
対して改良効果をもつものが多いため添加するのは好ましい。
【００９９】
　例えば、現像液用の界面活性剤としては、ナフタレンスルホン酸ナトリウム基、ベンゼ
ンスルホン酸ナトリウム基を有するアニオン性界面活性剤、ポリアルキレンオキシ基を有
するノニオン性界面活性剤、テトラアルキルアンモニウム基を有するカチオン性界面活性
剤等を挙げることができる。現像処理方法については特に制限は無いが、通常、１０～５
０℃、好ましくは１５～４５℃の現像温度で、浸漬現像、スプレー現像、ブラシ現像、超
音波現像等の方法により行われる。
【０１００】
　次に、本発明の液晶表示装置（パネル）について説明する。本発明の液晶表示装置は、
前記のカラーフィルターを使用して成ることを特徴とする。そして、次の様にして製造す
ることが出来る。
【０１０１】
　先ず、カラーフィルター上に配向膜を形成し、この配向膜上にスペーサーを配置した後
、対向基板と貼り合わせて液晶セルを形成する。次いで、形成した液晶セルに液晶を注入
し、対向電極に結線して完成する。
【０１０２】
　配向膜は、ポリイミド等の樹脂膜が好適である。配向膜の形成には、通常、グラビア印
刷法やフレキソ印刷法が採用され、配向膜の厚さは、通常、１０～１００ｎｍとされる。
熱焼成によって配向膜の硬化処理を行った後、紫外線の照射やラビング布による処理によ
って表面処理し、液晶の傾きを調節し得る表面状態に加工される。
【０１０３】
　スペーサーは、対向基板とのギャップ（隙間）に応じた大きさのものが使用され、通常
２～８μｍのものが好適である。カラーフィルター基板上に、フォトリソグラフィ法によ
って透明樹脂膜のフォトスペーサー（ＰＳ）を形成し、これをスペーサーの代わりに活用
することも出来る。対向基板としては、通常、アレイ基板が使用され、特にＴＦＴ（薄膜
トランジスタ）基板が好適である。
【０１０４】
　対向基板との貼り合わせのギャップは、液晶表示装置の用途によって異なるが、通常２
～８μｍの範囲で選ばれる。対向基板と貼り合わせた後、液晶注入口以外の部分は、エポ
キシ樹脂などのシール材によって封止する。シール材は、ＵＶ照射および／または加熱に
よって硬化させ、液晶セル周辺がシールされる。
【０１０５】
　周辺がシールされた液晶セルは、パネル単位に切断した後、真空チャンバー内で減圧と
し、上記の液晶注入口を液晶に浸漬した後、チャンバー内をリークすることによって、液
晶セル内に液晶を注入する。液晶セル内の減圧度は、通常１×１０-2～１×１０-7Ｐａ、
好ましくは１×１０-3～１×１０-6Ｐａである。また、減圧時に液晶セルを加温するのが
好ましく、加温温度は、通常３０～１００℃、好ましくは５０～９０℃である。減圧時の
加温保持は、通常１０～６０分間の範囲とされ、その後に液晶中に浸漬される。液晶が注
入された液晶セルは、ＵＶ硬化樹脂の硬化により、液晶注入口を封止することによって、
液晶表示装置（パネル）が完成する。
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【０１０６】
　液晶の種類は、特に制限されず、芳香族系、脂肪族系、多環状化合物など、従来公知の
液晶であって、リオトロピック液晶、サーモトロピック液晶などの何れでもよい。サーモ
トロピック液晶には、ネマティック液晶、スメスティック液晶、コレステリック液晶など
が知られているが、これらの何れであってもよい。
【実施例】
【０１０７】
　以下実施例及び比較例を挙げて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はその要旨を超
えない限り以下の実施例に限定されるものではない。
【０１０８】
　合成例－１（高分子分散剤溶液の調製）
　トリレンジイソシアネートの三量体（三菱化学社製、マイテックＧＰ７５０Ａ、樹脂固
形分５０重量％、酢酸ブチル溶液）３２ｇと触媒としてジブチルチンジラウレート０．０
２ｇをプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）４７ｇで希釈
溶解した。攪拌下に、これに、片末端がメトキシ基となっている数平均分子量１，０００
のポリエチレングリコール（日本油脂社製、ユニオックスＭ－１０００）１４．４ｇと数
平均分子量１，０００のポリプロピレングリコール（三洋化成工業社製、サンニックスＰ
Ｐ－１０００）９．６ｇとの混合物を滴下した後、７０℃でさらに３時間反応させた。次
に、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ－１，３－プロパンジアミン１ｇを加え、４０℃でさらに１
時間反応させた。このようにして得られた高分子分散剤を含有する溶液のアミン価を中和
滴定によりもとめたところ１４ｍｇＫＯＨ／ｇであった。また、樹脂含有量をドライアッ
プ法（１５０℃で３０分間、ホットプレート上で溶剤を除去し重量変化量により樹脂濃度
を算出）により求めたところ４０重量％であった。
【０１０９】
　合成例－２（有機結合材の合成）
　エポキシ当量２００ｇ／ｅｑ、軟化点６５℃のｏ－クレゾールノボラックエポキシ樹脂
２００ｇ、アクリル酸７２ｇ、ｐ－メトキシフェノール０．２ｇ、ドデシルトリメチルア
ンモニウムクロリド０．２ｇ、ＰＧＭＥＡ２７２ｇをフラスコに仕込み１００℃の温度で
８時間反応させた（エポキシ基１当量に対し、アクリル酸１当量が反応）。さらに、テト
ラヒドロ無水フタル酸４２ｇを加え８０℃で３時間反応させた。この反応液を水に再沈殿
、真空乾燥させてカルボキシル基を有するノボラックエポキシアクリレート樹脂を得た。
ＫＯＨによる中和滴定を行ったところ樹脂の酸価は５０ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
【０１１０】
　合成例－３（有機結合材の合成）
　テトラヒドロ無水フタル酸の添加量を６３ｇとした以外は合成例－２と同様にして反応
を行った。得られた樹脂酸価は７０ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
（カーボンブラックの分散）
　カラー用カーボンブラック（三菱化学社製、ＭＡ－２２０）５０重量部、合成例－１に
示した高分子分散剤を固形分として５重量部の割合で、かつ固形分濃度が５０重量％とな
るようにカーボンブラック、高分子分散剤溶液及びＰＧＭＥＡを加えた。分散液の全重量
は５０ｇであった。これを攪拌機によりよく攪拌しプレミキシングを行った。
【０１１１】
　次に、ペイントシェーカーにより２５～４５℃の範囲で６時間分散処理を行った。ビー
ズは０．５ｍｍφのジルコニアビーズを用い、分散液と同じ重量を加えた。分散終了後、
フィルターによりビーズと分散液を分離した。
【０１１２】
［実施例１及び比較例１～３］
（１）レジスト液の調合
　上述したカーボンブラック分散インキを用いて固形分として下記の配合割合となるよう
に各成分（ａ）、（ｂ）、（ｃ）、（ｄ）、（ｅ）、有機溶剤及び界面活性剤を加え、ス
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【０１１３】
　（ａ）黒色色材
　　　　　カーボンブラック（三菱化学社製、ＭＡ－２２０）　　　　　　　５０ｇ
　（ｂ）有機結合剤
　　（表１に記載）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０ｇ
　（ｄ）光重合性単量体：エチレン性化合物
　　　ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　　　　　　　　１０ｇ
　（ｃ）光重合開始剤
　　（表１に記載）
　　有機溶剤
　　　　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　３００ｇ
　　（ｅ）高分子分散剤（合成例－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　５ｇ
　　界面活性剤　　（住友３Ｍ社製、ＦＣ－４３０）　　　　　　　　　　１００ｐｐｍ
【０１１４】
（２）レジストの評価
　ブラックレジスト感光液をスピンコーターにてガラス基板（コーニング社製、７０５９
）に塗布し、ホットプレートで８０℃、１分間乾燥した。乾燥後のレジストの膜厚を触針
式膜厚計（テンコール社製、α－ステップ）で測定したところ１μｍであった。次に、こ
のサンプルをマスクを通して高圧水銀灯で露光量を変えて像露光した。温度２５℃、濃度
０．８％炭酸ナトリウム水溶液を用いてスプレー現像することによりレジストパターンを
得た。
【０１１５】
　感度、解像力及び遮光性を下記の基準で評価し、表１の結果を得た。
１．感度
　２０μｍのマスクパターンを寸法通り形成できる適正露光量（ｍｊ／ｃｍ2）をもって
表示した。すなわち、露光量の少ないレジストは低露光量で画像形成が可能であるため高
感度であることを示す。
２．解像力
　２０μｍのマスクパターンを忠実に再現する露光量における解像可能なレジスト最小パ
ターン寸法を２００倍の倍率で顕微鏡観察した。最小パターン寸法が１０μｍ以下を解像
力○、１０μｍを超えるものを×とした。
３．遮光性
　画線部の光学濃度（ＯＤ）をマクベス反射濃度計（コルモルグン社製、ＴＲ９２７）で
測定した。なお、ＯＤ値は遮光能力を示す数値であり数値が大きい程高遮光性であること
を示す。
【０１１６】
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【表１】

　尚、表１中、記号の意味は次の通りである。
ａ－１：アクリルポリマー（ダイセル化学工業社製、ＡＣＡ－２００Ｍ）
【０１１７】
ｃ－２：４－（ｍ－ブロモ－ｐ－メトキシフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）
－ｓ－トリアジン・・・（５ｇ）
ｃ－３：２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル
ビイミダゾール（２ｇ）＋４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン（１ｇ）＋
２－メルカプトベンゾチアゾール（１ｇ）
ｃ－４：光重合開始剤（チバ・スペシャルティーケミカル社製、ＣＧＩ－２４２）・・・
（５ｇ）
                                                                                
【０１１８】
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【化８】

【０１１９】
［実施例２］
　実施例１において、黒色色材として使用したカーボンブラック（三菱化学社製、ＭＡ－
２２０）の代わりに、チタンブラック（三菱マテリアル社製、１３Ｍ－Ｃ）を使用した以
外は実施例１と同様の処理を行い、ブラックマトリックスパターンを得た。結果を表１に
示した。
【０１２０】
［比較例４］
　比較例３において、黒色色材として使用したカーボンブラック（三菱化学社製、ＭＡ－
２２０）の代わりに、チタンブラック（三菱マテリアル社製、１３Ｍ－Ｃ）を使用した以
外は比較例３と同様の処理を行い、ブラックマトリックスパターンを得た。結果を表１に
示した。
【産業上の利用可能性】
【０１２１】
　本発明の光重合性組成物及びこれを用いたカラーフィルターは、カラーテレビ、液晶表
示素子、固体撮像素子、カメラ等に利用可能である。
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